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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 従業員数は就業人員を記載しています。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第104期中 第105期中 第106期中 第104期 第105期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 112,906 122,306 136,079 228,776 241,185

経常利益 (百万円) 10,253 15,822 20,488 19,163 27,711

中間(当期)純利益 (百万円) 6,296 9,439 12,196 11,117 17,147

純資産額 (百万円) 201,403 212,698 239,049 205,963 220,932

総資産額 (百万円) 312,606 319,180 346,081 297,994 323,108

１株当たり純資産額 (円) 908.90 960.10 1,079.53 929.23 997.13

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 28.41 42.61 55.07 49.84 77.01

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 27.01 40.35 52.15 47.45 72.92

自己資本比率 (％) 64.4 66.6 69.1 69.1 68.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 11,320 18,400 10,821 24,258 36,092

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △16,657 △39,930 △9,452 14,784 △41,782

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,114 9,110 △2,045 △21,792 △1,887

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 23,101 35,699 40,300 48,222 40,524

従業員数 (名) 9,287 9,291 9,656 9,284 9,406



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 従業員数は就業人員を記載しています。 

３ 第105期中の１株当たり配当額6.00円は、特別配当0.50円を含んでいます。 

４ 第105期の１株当たり配当額16.00円は、特別配当1.00円を含んでいます。 

  

回次 第104期中 第105期中 第106期中 第104期 第105期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 95,768 105,242 117,385 195,784 210,496

経常利益 (百万円) 6,985 12,553 16,046 12,788 22,496

中間(当期)純利益 (百万円) 4,371 7,613 9,648 7,872 14,038

資本金 (百万円) 47,869 47,869 47,869 47,869 47,869

発行済株式総数 (千株) 229,544 229,544 229,544 229,544 229,544

純資産額 (百万円) 184,993 196,758 215,953 191,045 202,071

総資産額 (百万円) 272,229 288,989 306,710 264,331 286,260

１株当たり純資産額 (円) 834.84 888.15 975.23 861.91 911.98

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 19.72 34.37 43.57 35.21 62.98

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 18.86 32.54 41.26 33.72 59.64

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 5.50 6.00 9.00 11.00 16.00

自己資本比率 (％) 68.0 68.1 70.4 72.3 70.6

従業員数 (名) 4,981 4,889 4,948 4,916 4,915



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当企業集団が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

なお、自動車関連事業を営んでいるサイアムNGKスパークプラグ㈱を持分法適用関連会社から連結子会

社としました。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、株式を追加取得したことによりサイアムNGKスパークプラグ㈱が持分法

適用関連会社から連結子会社に変更となりました。 

  

 
  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

  

 
(注) 従業員数は就業人員を記載しています。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在の従業員数(就業人員)は4,948名です。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

名称 住所
資本金 
又は 
出資金

主要な事業 
の内容

議決権に
対する 
所有割合 
(％)

関係内容

役員の兼務等

資金
援助

営業上の取引
設備の 
賃貸

当社
役員 
（名）

当社
従業員 
(名）

(連結子会社)

サイアムNGK 
スパークプラグ㈱

タイ
千BAHT
10,000

スパークプラグの
製造販売

76.0 3 2 なし

当社から原材料の
一部を購入してい
ます。また、製品
の一部を当社へ納
入しています。

なし

平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

自動車関連事業 5,958

情報通信・セラミック関連事業 3,572

その他の事業 126

合計 9,656



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の国内経済は、好調な設備投資と底堅い個人消費を受け、８月に政府と日銀から

「景気の踊り場脱却」が宣言されるなど、本格的な景気回復への期待が高まってまいりました。その一

方で、原油や鋼材をはじめとした素材価格の上昇が継続し、世界経済におけるインフレ圧力の高まりが

景気や企業業績に与える影響が懸念され始めています。 

また、当社グループが主要な事業基盤とする分野におきましては、国内自動車メーカーの生産が世界

各地での好調な販売を受けて引き続き堅調に推移し、パソコン用途をはじめとする半導体需要も一時の

過剰在庫を解消しながら上向きの傾向を見せています。 

このような環境下、当社グループは世界中に構築した製造販売拠点の有機的結合を強化し、市場優位

性を有する製品群の更なる競争力拡大に向けた積極的な営業活動を推進すると共に、新製品の垂直立上

げと徹底したコストダウン活動を展開するなど、製販一体となって業績の向上に努力してまいりまし

た。この結果、当中間連結会計期間の総売上高は1,360億79百万円（前中間連結会計期間比11.3％

増）、営業利益は193億81百万円（前中間連結会計期間比37.5％増）、経常利益は204億88百万円（前中

間連結会計期間比29.5％増）、そして、中間純利益は121億96百万円（前中間連結会計期間比29.2％

増）となりました。これらはいずれも中間期としては過去最高の数字となります。 
  

なお、記載金額には消費税等の金額は含まれておらず、また以下の金額についても同様です。 
  

①事業の種類別セグメントの状況 

<自動車関連事業> 

新車組付用プラグにつきましては、好調な新車販売に加えて日本車や欧州でのディーゼル車をは

じめとした低燃料消費・低排出ガスへの指向が強まり、貴金属タイプのスパークプラグやグロープ

ラグを中心に出荷が増加しました。特に前期から量産を開始した急速昇温タイプのセラミックグロ

ープラグは、大幅な増産要請を受けて生産が逼迫した状況が続いていますが、これに対処すべく小

牧新工場を建築、年内の立上げに向けて準備中です。また、従来からの補修用プラグにつきまして

も米国・中国及び東南アジアを中心に売上を大きく伸ばしました。 

一方、自動車用センサにつきましては、主力の酸素センサにおいてＢＩＧ３の不調により米国で

の販売が横這いとなりましたが、国内・韓国・欧州の好調な自動車生産に加え新規アプリケーショ

ン採用により出荷が増大しました。また、ノックセンサが米国自動車メーカー向けに拡大している

他、ディーゼル車向け広範囲温度センサなどの新商品群も本格的な納入が始まっています。 

以上の結果、このセグメントにおける売上高は814億５百万円（前中間連結会計期間比6.7%

増）、営業利益は147億37百万円（前中間連結会計期間比10.3%増）となりました。 

<情報通信・セラミック関連事業> 

半導体部品につきましては、好調なモバイルパソコン需要をはじめ、ここに来てＢＲＩＣｓなど

新興市場における情報機器販売の急拡大を受け、ＭＰＵ用ＩＣパッケージの出荷が大幅に増加しま

した。また、携帯電話・デジタルカメラ用デバイスも在庫消化が徐々に進み、半導体製造装置・広

域ネットワーク用途など新分野に向けたセラミック製品の販売も拡大しました。 



一方、産業用セラミック応用製品につきましては、機械工具で自動車部品をはじめＩＴ関連での

精密部品加工用途で需要が増加し、昨年末から生産を開始したポーランドNTK㈲での生産も軌道に

乗り始めました。また、医療関連分野では前中間連結会計期間比４倍強の売上を記録した酸素濃縮

器をはじめ、新たなバイオセラミック商品の生体活性骨ペーストの年内販売開始に向けて順調に進

めています。 

以上の結果、このセグメントにおける売上高は532億円（前中間連結会計期間比18.9%増）、営業

利益は生産の拡大に加えて、合理化の進展、歩留り改善が寄与し、46億32百万円（前中間連結会計

期間比6.3倍）と大幅に改善されました。 

<その他の事業> 

その他の事業につきましては、当中間連結会計期間の売上高は15億６百万円（前中間連結会計期

間比17.1％増）、営業利益は10百万円（前中間連結会計期間は０百万円）となりました。 

②所在地セグメントの状況 

<日 本> 

自動車関連事業においては酸素センサをはじめとする自動車用センサの採用拡大により、大きく

伸びました。また情報通信・セラミック関連事業においてはＭＰＵ用ＩＣパッケージで旺盛な需要

に加えて高密度・高付加価値化に伴って売上が大幅に増加したことに加え、医療用酸素濃縮器の新

規ＯＥＭ客先の獲得による出荷も急拡大しました。その結果、売上高は1,174億79百万円（前中間

連結会計期間比11.6％増）、営業利益は155億40百万円（前中間連結会計期間比43.1％増）となり

ました。 

<北 米> 

自動車関連事業においては大手需要先である米国ＢＩＧ３の停滞を、日系自動車メーカー向け売

上と好調な補修用プラグの販売が上回ったことにより順調に売上を増やしました。また情報通信・

セラミック関連事業においてはＭＰＵ用ＩＣパッケージをはじめ半導体製造装置用部品でも大幅に

出荷を拡大しました。その結果、売上高は411億70百万円（前中間連結会計期間比10.0％増）、営

業利益は12億９百万円（前中間連結会計期間比14.2％増）となりました。 

<欧 州> 

自動車関連事業においてはディーゼルエンジン用グロープラグをはじめ各種センサの需要が拡大

しましたが、英国大手自動車メーカーの倒産による一時的混乱で伸びが抑えられました。また情報

通信・セラミック関連事業においては通信用デバイスの主要客先で製品の世代交代に伴って需要が

冷え込んだ上、東南アジア地域のサブコンストラクタへの組立移管が進んだことも加わって減少し

ました。その結果、売上高は245億30百万円（前中間連結会計期間比1.0％減）、営業利益は８億80

百万円（前中間連結会計期間比26.7％減）となりました。 

<その他の地域> 

中国・東南アジア及び中南米地域でスパークプラグを中心に売上が拡大したことに加え、マレー

シアNGKスパークプラグ㈱の子会社化に伴い連結した結果、売上高は128億44百万円（前中間連結会

計期間比17.9％増）、営業利益は12億25百万円（前中間連結会計期間比43.2％増）となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末のキャッシュ・フローにおける現金及び現金同等物（以下「資金」）は、営業

活動によるキャッシュ・フローが108億21百万円の増加であったのに対し、投資活動による支出が94億

52百万円、財務活動による支出が20億45百万円あり、為替相場による換算差額による増加４億52百万円

を含めた純額で２億23百万円減少し、403億円となりました。 

 

 

 



<営業活動によるキャッシュ・フロー> 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は108億21百万円となりました。税金等

調整前中間純利益は194億51百万円と前中間連結会計期間に比べ44億98百万円増加したものの、法

人税等の支払額の増加や、補修用スパークプラグの好調な販売や情報通信・セラミック関連の新規

顧客を含む売上の拡大に伴う売掛債権の増加により、前中間連結会計期間比では75億78百万円減少

しました。 

<投資活動によるキャッシュ・フロー> 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の支出は94億52百万円となりました。有形固定

資産の取得に伴う支出が前中間連結会計期間に比べて31億64百万円増加の89億47百万円となりまし

たが、前中間連結会計期間はユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の発行による資金調達もあ

り、取得日から満期日までの期間が３ヶ月を超える定期預金をはじめユーロ円債・国内普通社債等

の有価証券への移行による支出が341億76百万円あったのに対して、当中間連結会計期間では資金

の移動が僅少であったこと等により、前中間連結会計期間比では304億77百万円減少しました。 

<財務活動によるキャッシュ・フロー> 

当中間連結会計期間における財務活動の結果は20億45百万円の支出となりました。前期決算によ

る期末配当金の支払が前中間連結会計期間比９億94百万円増加し、22億14百万円となったこと等に

よります。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

  

 
(注) １ 金額は売価換算により計算されています。 

２ 生産高には委託生産高を含んでいます。 

  

(2) 受注実績 

自動車関連事業の製品のうち、組付用は自動車メーカーの生産計画を基準とし、また、補修用は自動

車の稼動台数、その他市場の動向、過去の販売実績、代理店の意向等を勘案してそれぞれほぼ確実な見

込み生産を行っています。 

情報通信・セラミック関連事業の製品は大部分は注文生産品であり、その受注状況は次のとおりで

す。 

  

 
  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

自動車関連事業 77,295 ＋5.6

情報通信・セラミック関連事業 53,884 ＋16.7

その他の事業 － －

合計 131,179 ＋9.9

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

情報通信・セラミック関連事業 54,945 ＋30.3 12,454 ＋53.3



(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 
  

 
(注) １ 金額は外部顧客に対する売上高を示しています。 

２ 主な客先の売上高及び連結売上高に占める割合 

 
  

３ 【対処すべき課題】 

① 為替変動に左右されず、目標利益を確保できる体質作り 

当社グループは海外売上高割合が約80％と高く為替変動が業績に与える影響が大きいことから、主力

商品の世界市場でのシェアとコスト競争力を更に高める必要があります。そのため、全世界ネットワー

クからのメーカー需要を先取りする営業情報をもとに、技術開発組織の有機的結合による商品開発とコ

ストダウン、強力できめ細かい企画力による世界最適生産・調達に向けた事業運営を通じたモチベーシ

ョンの向上が最重要課題であると認識し、組織改革と目標設定を行っています。 

② 新たな市場への取組み 

昨今、成長市場としての存在感を急速に高めつつあるＢＲＩＣｓ地域は当社グループにとっても無視

できない存在です。 

当該地域のうちブラジルへの当社グループの取組みは比較的早く、昭和34年にブラジル特殊陶業㈲を

設立し、国外では唯一のスパークプラグ一貫生産工場として揺ぎない地位を築き、南米での需要を賄っ

ていますが、今後更に伸びが想定される新車組付用プラグ、各種センサに対応するため、品質面・信頼

性の向上に取り組んでいます。また、中国では平成15年に上海特殊陶業㈲を設立しスパークプラグの組

立を開始していますが、来年には自動車用酸素センサの生産を開始する他、従来当社及び欧州NGKスパ

ークプラグ㈲から展開していましたロシアでは、販売力強化に向けて新たにモスクワに事務所を開設、

インドでもデリーに事務所を開設して工場進出も含めた市場調査を始めました。スパークプラグ・酸素

センサの世界トップシェアの維持拡大を図っていくために、これらの活動を更に一層スピードアップす

ることがマーケティングにおける重要課題と認識しています。 

③ 重点戦略商品へのバランスの取れた設備投資 

現在当社グループが戦略商品として位置づけるグロープラグをはじめとしたディーゼルエンジン用部

品、ＭＰＵや通信デバイス用途のみならず様々な半導体分野で利用されるＩＣパッケージや半導体製造

装置部品、医療分野における独自のセラミック応用製品について、将来の事業バランスを考慮した上で

より付加価値を高める重点的・効率的な設備投資が必要です。そのため、需要動向を正確に分析し、当

社グループの強みを活かす投資の意思決定を実行しています。 

④ 環境問題への取組み 

地球環境保護問題に対しては、各事業分野において環境に配慮した製品を多く開発し、世界に送り出

すと共に、事業活動に伴う環境への影響についても法的規制の遵守は勿論のこと、海外拠点も含めた

ISO14001認定取得などグローバルな環境経営を推進し、環境負荷の低減に向けてゼロエミッション達成

を目指すなど積極的に取り組んでいます。 

  

事業の種類別セグメントの名称 売上高(百万円) 前年同期比(％)

自動車関連事業 81,405 ＋6.7

情報通信・セラミック関連事業 53,200 ＋18.9

その他の事業 1,472 ＋17.6

合計 136,079 ＋11.3

客先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

売上高（百万円） 割合（％） 売上高（百万円） 割合（％）

Intel Corporation 12,475 10.2 13,616 10.0



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループにおける研究開発活動は、企業理念に立脚し、最善の技術と蓄積した経験を活かした新た

な価値の創造に向けて行われています。その活動の主体となるのは、本社機構である総合研究所及び各事

業部技術部であり、プロジェクトによる開発も進められています。また、国内外の学会・協会への積極的

な参画、大学・公的研究機関との共同研究等により最新技術情報を入手・導入し、レベルアップを図って

います。 

なお、当中間連結会計期間における研究開発に係る費用は総額73億29百万円ですが、当該金額には既存

製品の改良、応用研究等に関する費用が含まれていますので、「研究開発費等に係る会計基準」（企業会

計審議会 平成10年３月13日）に規定している「研究開発費」は13億92百万円です。 

事業の種類別セグメントにおける研究開発活動は次のとおりです。 

<自動車関連事業> 

地球環境への関心の高まりから自動車メーカーでは排気ガスの低減及びクリーン化、低燃費化等を推

し進めています。当社グループもそれに応えるためにプラグの分野においては、ガソリンエンジン用と

して高着火性を備え高出力化に対応したスパークプラグ、近年普及の著しいディーゼルエンジン用とし

て低圧縮化に対応したグロープラグの開発を行っています。当中間連結会計期間においては接地電極側

に細い電極を突き出させることで高着火性を実現したＤＦＥ（Double Fine Electrode）タイププラグ

の市場への投入、ディーゼルエンジンの始動性を向上させる急速昇温タイプグロープラグとして量産中

のセラミックタイプにとどまらず、メタルタイプを開発する等の成果をあげています。 

センサの分野においては、酸素センサをはじめとした排気ガス用の各種センサ、ディーゼルエンジン

のターボ保護及びＤＰＦモニター用の広範囲温度センサ、燃料電池用の水素ガス濃度センサ、水素漏れ

検知センサ等の開発を行っています。当中間連結会計期間においては新型の広範囲温度センサ素子の開

発を開始した他、早期活性型全領域空燃比センサの量産採用が決定し、準備を始めました。 

また、プラグやセンサ本体の開発にとどまらず、ガスエンジン用プラグの耐久性向上を目指した点火

ユニットの開発製品化、自動車に搭載された制御回路とのインターフェース機能を持つ全領域空燃比セ

ンサ用次世代ＡＳＩＣ（特定用途向けＩＣ）の開発、ハイブリッド車や燃料電池自動車に搭載されるパ

ワーモジュール用放熱用回路基板の開発も行っています。 

なお、当事業に係る「研究開発費」の金額は７億69百万円です。 

<情報通信・セラミック関連事業> 

情報通信関連では、高密度・高速・高信頼性等次世代ＭＰＵに要求される品質に対応できるＩＣパッ

ケージの開発の他、ＬＴＣＣ（低温同時焼成セラミック）材料・オーガニック材料の開発、小型化・低

背化する通信デバイスに対応する高強度アルミナ材料のパッケージへの適用化、環境対応パッケージの

試作開発を行っています。当中間連結会計期間においては、低熱膨張絶縁材を使用した次世代高密度パ

ッケージを製品化した他、ハイエンドＭＰＵ基板対応としてＬＴＣＣ製ＰＧＡ（ピングリッドアレイ）

の回路基板への高信頼性接続技術や、需要が高まっているＬＥＤ用パッケージの製造技術を確立する等

の成果をあげています。 

通信デバイスについては、携帯電話に代表される通信機器における部品実装の高密度化に対応する小

型・高性能積層ＬＣフィルタ、誘電体デュプレクサ、誘電体アンテナ等の電子部品の開発を進めていま

す。 



セラミック関連として機械工具の分野においては、主に各種セラミック・サーメット工具の材料開

発、アルミ加工用ダイヤモンドコーティング技術の開発を行っています。当中間連結会計期間において

は、従来よりも30％の長寿命と耐欠損性に優れたサーメット工具、難削材の耐熱合金粗加工用長寿命窒

化珪素工具の開発に成功しています。また、産業用セラミック応用製品の分野においては、高精度研磨

技術を応用したベアリング用転動体や半導体製造装置用12インチ対応静電チャックの製品化を行ってい

る他、医療関連分野では、ペースト状硬化型新規骨補填材の製造承認を取得、睡眠時無呼吸症候群関連

機器の商品化、小型高性能超音波振動子の超音波メスへの採用に成果をあげています。 

また、上記以外の分野においても、エネルギークリーン化への取組みとして平成17年度から独立行政

法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）の「水素安全利用等基盤技術開発」に参画し、

都市ガス等を改質し水素ガスのみを取り出す高効率水素製造メンブレン技術の開発を行っています。 

なお、当事業に係る「研究開発費」の金額は６億22百万円です。 
 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間における主な増加は、「２ 設備の新設、除却等の計画」に記載のとおりであり、

その他の重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画していた設備計画は、需要の伸びが当初予想

を上回る見通しとなったため、次のように変更しました。 

 

(2) 重要な設備計画の完了 

 
  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等はありません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

名       称 
事 業 所 名 
（所 在 地）

事業の種類別 
セグメントの 
名    称

設備の内容

投資予定額（百万円）
資金調達
方 法

着手及び完了予定

前会計
年度末

当中間
会計期間

既支払額 着 手 完了予定

（提出会社）

小 牧 工 場 
(愛知県小牧市)

自動車関連
スパークプ
ラグ、セン
サ生産設備

1,521 2,912 1,287 自己資金
平成16年 
12月

平成18年
３月

情報通信・ 
セラミック関連

ＩＣパッケ
ージ、産業
用セラミッ
ク生産設備

2,643 5,498 1,815 自己資金
平成17年 
２月

平成18年
３月

 

名     称

事 業 所 名

（所   在  地）

事業の種類別 

セグメントの 

名    称

設備の内容
投 資 額

（百万円）
完了年月

 （提出会社）

本 社 工 場 

（名古屋市瑞穂区）
自動車関連

スパークプラグ
生産設備

738 平成17年９月

研究設備 288 平成17年９月

小 牧 工 場 

（愛知県小牧市）

自動車関連
スパークプラグ、
センサ生産設備

1,217 平成17年９月

情報通信・ 

セラミック関連

ＩＣパッケージ、
産業用セラミック
生産設備

1,762 平成17年９月

宮 之 城 工 場 

（鹿児島県薩摩郡 

   さつま町）

自動車関連
スパークプラグ
生産設備

976 平成17年９月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
(注)  「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めています。 
  

② 【発行済株式】 
  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成17年12月１日から半期報告書を提出する日までの2011年満期ユーロ円建転換社

債型新株予約権付社債の転換により発行された株式数は含まれていません。 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は次のとおりです。 

 2011年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（平成16年４月15日発行） 

 
(注) 新株予約権付社債の社債権者が新株予約権を行使したときは社債の全額の償還に代えて当該新株予約権の行使

に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとみなします。 
  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 
  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 390,000,000

計 390,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名または
登録証券業協会名

内容

普通株式 229,544,820 229,544,820

東京証券取引所
(市場第１部) 
名古屋証券取引所 
(市場第１部)

―

計 229,544,820 229,544,820 ― ―

中間会計期間末現在 

（平成17年９月30日）

提出日の前月末現在 

（平成17年11月30日）

新株予約権の数（個） 17,000 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 12,417,823 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき 1,369 同左

新株予約権の行使期間
自 平成16年４月29日 

至 平成23年３月17日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格  １株につき 1,369 

資本組入額 １株につき  685
同左

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はできませ

ん。
同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権は転換社債型新株予約権付

社債に付されたものであり、社債から

の分離譲渡はできません。

同左

新株予約権付社債の残高（百万円） 17,000 同左

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日

－ 229,544 － 47,869 － 54,824



(4) 【大株主の状況】 

 
(注) １ 上記所有株式数には、次のとおり信託業務に係る株式数が含まれています。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社    27,528千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社       16,534千株 

資産管理サービス信託銀行株式会社          6,647千株 

２ 住友信託銀行株式会社及びその共同保有者１社から大量保有報告書の提出があり、信託業務に係る株式数

を13,032千株（5.68%）保有している旨の報告を受けていますが、当社として当中間期末現在における実質

所有状況の確認ができないので、上記大株主の状況には含めていません。 

３ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社及びその共同保有者６社から大量保有報告

書の提出があり、信託業務に係る当社株式を13,001千株（5.66%）保有している旨の報告を受けています

が、当社として当中間期末現在における実質所有状況の確認ができないので、上記大株主の状況には含め

ていません。 

４ シュローダー投信投資顧問株式会社及びその共同保有者２社から大量保有報告書の提出があり、当社株式

を5,022千株（2.19％）保有している旨の報告を受けていますが、当社として当中間期末現在における実質

所有状況の確認ができないので、上記大株主の状況には含めていません。 

５ 当社は平成17年９月30日現在自己株式を8,106千株保有していますが、上記大株主からは除外しています。

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 
(注) １ 単元未満株式には、自己株式829株と相互保有株式早川精機工業株式会社保有分456株が含まれています。 

２ 上記「完全議決権株式(その他)」及び「総株主の議決権」欄には、証券保管振替機構名義の株式が14,000株

(議決権14個)含まれています。 

  

平成17年９月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８－11 27,528 11.99

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13－１ 16,752 7.30

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町二丁目11－３ 16,534 7.20

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１－１ 13,794 6.01

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６－６ 10,179 4.43

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦三丁目21－24 7,267 3.17

資産管理サービス信託銀行株式
会社

東京都中央区晴海一丁目８－12 6,647 2.90

全国共済農業共同組合連合会 東京都千代田区平河町二丁目７－９ 5,228 2.28

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26－１ 4,000 1.74

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２－１ 3,315 1.44

計 ― 111,247 48.46

平成17年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式     8,106,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式        99,000 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   219,635,000 219,635 ―

単元未満株式 普通株式     1,704,820 ― ―

発行済株式総数 229,544,820 ― ―

総株主の議決権 ― 219,635 ―



② 【自己株式等】 

 
(注)  他人名義で所有している株式数は、日特協力会持株会（当社取引先を会員とする持株会、名古屋市瑞穂区高辻

町14番18号）名義で保有している株式です。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 株価は東京証券取引所市場第１部におけるものです。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおける役員の異動は次のとおりで

す。 

＜役職の異動＞ 

 
  

平成17年９月30日現在

所有者の氏名 
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日本特殊陶業株式会社

名古屋市瑞穂区 
高辻町14番18号

8,106,000 － 8,106,000 3.53

(相互保有株式)
早川精機工業株式会社

岐阜県岐阜市六条 
大溝１－13－１

－ 99,000 99,000 0.04

計 ― 8,106,000 99,000 8,205,000 3.57

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,143 1,231 1,298 1,500 1,579 1,708

最低(円) 1,050 1,076 1,170 1,294 1,457 1,502

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏  名 異動年月日

常務取締役 
(情報通信関連事業本部副事業
本部長兼営業本部長・営業企画

室長・海外販売部長)

常務取締役 
(情報通信関連事業本部副事業
本部長兼営業本部長)

安 部  親 礼 平成17年９月20日

取締役 
(自動車関連事業本部営業本部
長兼ロジスティクス部長・海

外市販部長)

取締役 
(自動車関連事業本部営業本部
長兼ロジスティクス部長・海
外市販部長・中国部長)

川 満  務 平成17年８月14日

取締役 
(総合研究所企画部長兼第１
研究部長・第２研究部長)

取締役 
(総合研究所企画部長・研究

開発部長)
山 田  哲 正 平成17年10月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」) に基づいて作成しています。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令

第５号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」）に基づいて作成しています。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しています。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16

年９月30日まで）及び前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）並びに当中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、中央青山監査法人の中間監査を受

けています。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 63,024 53,254 61,432

 ２ 受取手形及び売掛金 43,210 50,174 41,960

 ３ 有価証券 12,563 26,412 15,320

 ４ たな卸資産 41,317 44,530 45,367

 ５ 繰延税金資産 7,125 7,208 7,562

 ６ その他 6,726 8,625 7,460

 ７ 貸倒引当金 △281 △257 △187

    流動資産合計 173,685 54.4 189,948 54.9 178,917 55.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 37,274 35,217 36,300

  (2) 機械装置及び運搬具 31,935 33,559 33,063

  (3) 土地 - 16,224 15,200

  (4) 建設仮勘定 - 4,911 2,344

  (5) その他 19,712 1,960 2,029

    有形固定資産合計 88,921 (27.9) 91,872 (26.6) 88,937 (27.5)

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 146 172 137

  (2) 連結調整勘定 - 651 -

    無形固定資産合計 146 (0.0) 824 (0.2) 137 (0.0)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 53,605 60,454 52,392

  (2) 繰延税金資産 - 1,091 1,034

  (3) その他 2,902 1,990 1,797

  (4) 貸倒引当金 △81 △100 △107

    投資その他の資産合計 56,426 (17.7) 63,435 (18.3) 55,117 (17.1)

    固定資産合計 145,494 45.6 156,133 45.1 144,191 44.6

   資産合計 319,180 100.0 346,081 100.0 323,108 100.0



 
  

  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 18,944 22,603 22,660

 ２ 短期借入金 8,329 8,734 8,319

 ３ 一年以内に 
   償還予定の社債

10,000 - -

 ４ 未払法人税等 6,139 7,010 6,885

 ５ 繰延税金負債 - 213 208

 ６ その他 17,485 17,852 17,806

    流動負債合計 60,898 19.1 56,415 16.3 55,880 17.3

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 27,000 27,000 27,000

 ２ 退職給付引当金 13,295 13,972 13,743

 ３ 役員退職慰労引当金 991 861 1,091

 ４ 連結調整勘定 102 - 40

 ５ 繰延税金負債 2,986 6,615 2,658

 ６ その他 695 811 682

    固定負債合計 45,070 14.1 49,261 14.2 45,217 14.0

    負債合計 105,969 33.2 105,676 30.5 101,097 31.3

(少数株主持分)

  少数株主持分 512 0.2 1,354 0.4 1,078 0.3

(資本の部)

Ⅰ 資本金 47,869 15.0 47,869 13.8 47,869 14.8

Ⅱ 資本剰余金 54,825 17.2 54,826 15.8 54,826 17.0

Ⅲ 利益剰余金 111,016 34.8 127,288 36.8 117,394 36.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 15,072 4.7 22,001 6.4 15,352 4.8

Ⅴ 為替換算調整勘定 △9,338 △3.0 △6,066 △1.7 △7,701 △2.4

Ⅵ 自己株式 △6,747 △2.1 △6,869 △2.0 △6,808 △2.1

   資本合計 212,698 66.6 239,049 69.1 220,932 68.4

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計

319,180 100.0 346,081 100.0 323,108 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 122,306 100.0 136,079 100.0 241,185 100.0

Ⅱ 売上原価 89,385 73.1 97,344 71.5 177,785 73.7

  売上総利益 32,920 26.9 38,734 28.5 63,400 26.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 18,823 15.4 19,353 14.2 37,309 15.5

  営業利益 14,097 11.5 19,381 14.3 26,090 10.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 238 333 532

 ２ 受取配当金 237 249 420

 ３ 連結調整勘定償却額 0 5 11

 ４ 固定資産賃貸料 390 382 833

 ５ 持分法投資利益 300 430 655

 ６ 為替差益 877 270 192

 ７ その他 749 2,795 2.3 650 2,323 1.7 1,198 3,844 1.6

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 301 292 647

 ２ 貸与資産減価償却費 316 308 677

 ３ たな卸資産処分損 142 135 253

 ４ 製品補償費 - 238 289

 ５ その他 309 1,069 0.9 240 1,215 0.9 356 2,223 0.9

  経常利益 15,822 12.9 20,488 15.1 27,711 11.5

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 6 10 26

 ２ 投資有価証券売却益 2 9 0.0 - 10 0.0 2 28 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※３ 735 310 1,444

 ２ 投資有価証券評価損 143 - 128

 ３ 固定資産減損損失 ※４ - 878 0.7 737 1,047 0.8 - 1,573 0.7

  税金等調整前 
  中間(当期)純利益

14,953 12.2 19,451 14.3 26,166 10.8

  法人税、住民税及び事業税 6,063 7,439 10,455

  法人税等調整額 △578 5,485 4.5 △246 7,193 5.3 △1,480 8,974 3.7

  少数株主利益 28 0.0 62 0.0 44 0.0

  中間(当期)純利益 9,439 7.7 12,196 9.0 17,147 7.1



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 54,825 54,826 54,825

Ⅱ 資本剰余金増加高

  自己株式処分差益 0 0 0 0 1 1

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

54,825 54,826 54,826

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 102,868 117,394 102,868

Ⅱ 利益剰余金増加高

  中間(当期)純利益 9,439 9,439 12,196 12,196 17,147 17,147

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 1,218 2,214 2,547

 ２ 役員賞与 72 1,291 87 2,302 72 2,620

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

111,016 127,288 117,394



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自平成16年４月１日
至平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自平成17年４月１日
至平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書

(自平成16年４月１日
至平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

１ 税金等調整前中間(当期)純利益 14,953 19,451 26,166

２ 減価償却費 6,971 6,691 14,527

３ 固定資産減損損失 - 737 -

４ 連結調整勘定償却額 △0 △5 △11

５ 退職給付引当金の増加 265 228 708

６ 受取利息及び配当金 △476 △583 △952

７ 持分法投資利益 △300 △430 △655

８ 支払利息 301 292 647

９ 投資有価証券売却益 △2 - △2

10 投資有価証券評価損 143 - 128

11 固定資産売却益 △6 △10 △26

12 固定資産処分損 735 310 1,444

13 少数株主利益 △28 - △44

14 売掛債権の増加（△） △2,302 △7,421 △407

15 たな卸資産の増加（△）または減少 794 1,819 △2,240

16 仕入債務の減少（△）または増加 1,383 △1,198 3,627

17 その他 △742 △1,726 61

小計 21,687 18,153 42,971

18 利息及び配当金の受取額 575 760 1,062

19 利息の支払額 △294 △295 △650

20 法人税等の支払額 △3,569 △7,796 △7,290

営業活動によるキャッシュ・フロー 18,400 10,821 36,092

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１ 定期預金の純増減額 △26,012 5,357 △19,488

２ 有価証券の取得による支出 △5,257 △9,099 △8,230

３ 有価証券の売却による収入 3,477 7,166 10,230

４ 投資有価証券の取得による支出 △6,417 △4,353 △12,237

５ 投資有価証券の売却による収入 33 1,004 1,033

６ 子会社株式の追加取得による支出 △70 △67 △74

７ 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の 
取得による支出（△）または収入

※２ - △468 654

８ 有形固定資産の取得による支出 △5,783 △8,947 △13,744

９ 有形固定資産の売却による収入 117 23 228

10 貸付金の純増減額 3 5 4

11 その他 △20 △72 △157

投資活動によるキャッシュ・フロー △39,930 △9,452 △41,782

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１ 短期借入金の純増減額 △6,549 368 △6,149

２ 社債償還による支出 - - △10,010

３ 社債の発行による収入 16,929 - 16,929

４ 自己株式の取得による支出 △37 △62 △102

５ 自己株式の売却による収入 0 1 6

６ 配当金の支払 △1,219 △2,214 △2,547

７ その他 △13 △138 △13

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,110 △2,045 △1,887

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △103 452 △119

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △12,522 △223 △7,697

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 48,222 40,524 48,222

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※１ 35,699 40,300 40,524



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲 

 (1) 連結子会社数 30社 

   主要な連結子会社名 

    米国特殊陶業㈱ 

    欧州NGKスパークプラグ㈲ 

    ヨーロッパ特殊陶業㈱ 

    米国テクノロジー㈱ 

    米国ホールディング㈱ 

    ブラジル特殊陶業㈲ 

    ㈱神岡セラミック 

    ㈱可児セラミック 

    ㈱飯島セラミック 

    ㈱中津川セラミック

１ 連結の範囲 

 (1) 連結子会社数 32社 

   主要な連結子会社名 

    米国特殊陶業㈱ 

    欧州NGKスパークプラグ㈲ 

    ヨーロッパ特殊陶業㈱ 

    米国テクノロジー㈱ 

    米国ホールディング㈱ 

    ブラジル特殊陶業㈲ 

    ㈱神岡セラミック 

    ㈱可児セラミック 

    ㈱飯島セラミック 

    ㈱中津川セラミック

なお、前連結会計年度に持

分法適用会社であったサイア

ムNGKスパークプラグ㈱は株

式の追加取得により連結の範

囲に含めています。ただし、

みなし取得日を当中間連結会

計期間末としているため貸借

対照表のみ連結しています。

１ 連結の範囲 

 (1) 連結子会社数 31社 

   主要な連結子会社名 

    米国特殊陶業㈱ 

    欧州NGKスパークプラグ㈲ 

    ヨーロッパ特殊陶業㈱ 

    米国テクノロジー㈱ 

    米国ホールディング㈱ 

    ブラジル特殊陶業㈲ 

    ㈱神岡セラミック 

    ㈱可児セラミック 

    ㈱飯島セラミック 

    ㈱中津川セラミック

なお、前連結会計年度に持

分法適用会社であったマレー

シアNGKスパークプラグ㈱は

株式の追加取得により連結の

範囲に含めています。ただ

し、みなし取得日を当連結会

計年度末としているため貸借

対照表のみ連結しています。

 (2) 主要な非連結子会社名

エクアドルNGKスパークプ

ラグ㈲

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社４社は、総資

産・売上高・中間純利益・利

益剰余金等のいずれも小規模

であり、中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼさないため

連結の範囲から除外しまし

た。

 (2) 主要な非連結子会社名

左に同じ

連結の範囲から除いた理由

左に同じ

 (2) 主要な非連結子会社名

左に同じ

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社５社は、総資

産・売上高・当期純利益・利

益剰余金等のいずれも小規模

であり、連結財務諸表に重要

な影響を及ぼさないため連結

の範囲から除外しました。

２ 持分法の適用

 (1) 持分法適用関連会社数

    ５社

   持分法適用関連会社名

    マレーシアNGKスパークプ

ラグ㈱

    サイアムNGKスパークプラ

グ㈱

    友進工業㈱

    東海耐摩工具㈱

セラミックセンサ㈱

２ 持分法の適用 

 (1) 持分法適用関連会社数

    ３社

   持分法適用関連会社名

友進工業㈱

東海耐摩工具㈱

セラミックセンサ㈱

なお、前連結会計年度に持

分法適用会社であったサイア

ムNGKスパークプラグ㈱は株

式の追加取得により連結の範

囲に含めています。ただし、

みなし取得日を当中間連結会

計期間末としているため同社

の損益は持分法投資損益に含

んでいます。

２ 持分法の適用

 (1) 持分法適用関連会社数

    ４社

   持分法適用関連会社名

サイアムNGKスパークプラ

グ㈱

友進工業㈱

東海耐摩工具㈱

セラミックセンサ㈱

なお、前連結会計年度に持

分法適用会社であったマレー

シアNGKスパークプラグ㈱は

株式の追加取得により連結の

範囲に含めています。ただ

し、みなし取得日を当連結会

計年度末としているため同社

の損益は持分法投資損益に含

んでいます。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 (2) 主要な持分法非適用会社

   非連結子会社 

エクアドルNGKスパークプ

ラグ㈲   

関連会社

    早川精機工業㈱

 (2) 主要な持分法非適用会社

   非連結子会社 

左に同じ   

関連会社

    左に同じ

 (2) 主要な持分法非適用会社

   非連結子会社 

左に同じ

  

関連会社

    左に同じ

   持分法を適用しない理由

    持分法非適用会社６社はい

ずれも小規模であり、それぞ

れ中間純利益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であ

り、また、全体としても中間

連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないため、持分法

を適用せず原価法により評価

しています。

   持分法を適用しない理由

    持分法非適用会社７社はい

ずれも小規模であり、それぞ

れ中間純利益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であ

り、また、全体としても中間

連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないため、持分法

を適用せず原価法により評価

しています。

   持分法を適用しない理由

    持分法非適用会社８社はい

ずれも小規模であり、それぞ

れ利益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、ま

た、全体としても連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、持分法を適用せず

原価法により評価していま

す。

３ 連結子会社の中間決算日等

   連結子会社のうち、中間決算

日が中間連結決算日と異なる会

社は次のとおりであり、その他

の連結子会社の中間決算日は親

会社と同じです。

米国特殊陶業㈱

英国NGKスパークプラグ㈱

オーストラリアNGKスパー

クプラグ㈱

カナダNGKスパークプラグ

㈱

台湾NGKスパークプラグ㈱

ヨーロッパ特殊陶業㈱

メキシコNGKスパークプラ

グ㈱

フランスNGKスパークプラ

グ㈱

韓国NTK工具㈱

香港NTKセラミック㈱

米国テクノロジー㈱

台湾NTKセラミック㈱

米国ホールディング㈱

インドネシアNGKスパーク

プラグ㈱

シンガポールNGKスパーク

プラグ㈱

中東NGKスパークプラグ㈱

ブラジル特殊陶業㈲

欧州NGKスパークプラグ㈲

上海特殊陶業㈲

ポーランドNTK㈲

   なお、上記の会社の中間決算

日は全て６月30日であり、中間

連結財務諸表の作成にあたって

は、６月30日現在の中間財務諸

表を使用していますが、中間連

結決算日との間に生じた重要な

取引については連結上必要な調

整を行っています。

３ 連結子会社の中間決算日等

   連結子会社のうち、中間決算

日が中間連結決算日と異なる会

社は次のとおりであり、その他

の連結子会社の中間決算日は中

間連結決算日と同じです。

米国特殊陶業㈱

英国NGKスパークプラグ㈱

オーストラリアNGKスパー

クプラグ㈱

カナダNGKスパークプラグ

㈱

台湾NGKスパークプラグ㈱

ヨーロッパ特殊陶業㈱

メキシコNGKスパークプラ

グ㈱

フランスNGKスパークプラ

グ㈱

韓国NTK工具㈱

香港NTKセラミック㈱

米国テクノロジー㈱

台湾NTKセラミック㈱

米国ホールディング㈱

インドネシアNGKスパーク

プラグ㈱

シンガポールNGKスパーク

プラグ㈱

中東NGKスパークプラグ㈱

ブラジル特殊陶業㈲

欧州NGKスパークプラグ㈲

上海特殊陶業㈲

ポーランドNTK㈲

マレーシアNGKスパークプ

ラグ㈱

サイアムNGKスパークプラ

グ㈱

   なお、上記の会社の中間決算

日は全て６月30日であり、中間

連結財務諸表の作成にあたって

は、６月30日現在の中間財務諸

表を使用していますが、中間連

結決算日との間に生じた重要な

取引については連結上必要な調

整を行っています。

３ 連結子会社の事業年度等

   連結子会社のうち、決算日が

連結決算日と異なる会社は次の

とおりであり、その他の連結子

会社の決算日は連結決算日と同

じです。

米国特殊陶業㈱

英国NGKスパークプラグ㈱

オーストラリアNGKスパー

クプラグ㈱

カナダNGKスパークプラグ

㈱

台湾NGKスパークプラグ㈱

ヨーロッパ特殊陶業㈱

メキシコNGKスパークプラ

グ㈱

フランスNGKスパークプラ

グ㈱

韓国NTK工具㈱

香港NTKセラミック㈱

米国テクノロジー㈱

台湾NTKセラミック㈱

米国ホールディング㈱

インドネシアNGKスパーク

プラグ㈱

シンガポールNGKスパーク

プラグ㈱

中東NGKスパークプラグ㈱

ブラジル特殊陶業㈲

欧州NGKスパークプラグ㈲

上海特殊陶業㈲

ポーランドNTK㈲

マレーシアNGKスパークプ

ラグ㈱

   なお、上記の会社の決算日は

全て12月31日であり、連結財務

諸表の作成にあたっては、12月

31日現在の決算財務諸表を使用

していますが、決算日との間に

生じた重要な取引については連

結上必要な調整を行っていま

す。



 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ 会計処理基準
 (1) 重要な資産の評価基準及び評
価方法

  ①有価証券の評価基準及び評価
方法

    その他有価証券
    ・時価のあるもの
      中間期末日の市場価格

等に基づく時価法により
評価しています。(評価
差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は
移動平均法によっていま
す。)

    ・時価のないもの
      移動平均法による原価

法によっています。

４ 会計処理基準
 (1) 重要な資産の評価基準及び評
価方法

  ①有価証券の評価基準及び評価
方法

左に同じ

４ 会計処理基準
(1) 重要な資産の評価基準及び評
価方法
 ①有価証券の評価基準及び評価
方法

   その他有価証券
   ・時価のあるもの
     期末日の市場価格等に

基づく時価法により評価
しています。(評価差額
は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動
平均法によっていま
す。)

   ・時価のないもの
     移動平均法による原価

法によっています。
  ②たな卸資産の評価基準及び評

価方法
     主として移動平均法によ

る原価法によっています。

  ②たな卸資産の評価基準及び評
価方法

左に同じ

 ②たな卸資産の評価基準及び評
価方法

左に同じ

  ③デリバティブ
     時価法によっています。

  ③デリバティブ
左に同じ

 ③デリバティブ
左に同じ

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法
①有形固定資産
  親会社及び国内連結子会
社は主として定率法を採用
し、在外連結子会社は主と
して定額法を採用していま
す。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法
①有形固定資産
  親会社及び国内連結子会
社は主として定率法を採用
し、在外連結子会社は主と
して定額法を採用していま
す。 
 なお、主な耐用年数は以
下のとおりです。
建物及び構築物
 ８年～50年
機械装置及び運搬具
 ４年～12年

(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法
①有形固定資産
 左に同じ

②無形固定資産（ソフトウェ
ア）

   社内における見込利用可
能期間（５年以内）に基づ
く定額法を採用していま
す。

②無形固定資産（ソフトウェ
ア）

    左に同じ

②無形固定資産（ソフトウェ
ア）

  左に同じ

 (3) 重要な引当金の計上基準
  ①貸倒引当金
     債権の貸倒損失に備える

ため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計
上しています。

 (3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

左に同じ

(3) 重要な引当金の計上基準
 ①貸倒引当金
    左に同じ

  ②退職給付引当金
従業員の退職給付に備
えるため、当連結会計年
度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間連結会
計期間末において発生し
ていると認められる額を
計上しています。
なお、数理計算上の差
異については、各連結会
計年度の発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）に
よる按分額をそれぞれ発
生の翌連結会計年度より
費用処理しています。

  ②退職給付引当金
左に同じ

 ②退職給付引当金
従業員の退職給付に備
えるため、当連結会計年
度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額
に基づき、当連結会計年
度末において発生してい
ると認められる額を計上
しています。
なお、数理計算上の差
異については、各連結会
計年度の発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）に
よる按分額をそれぞれ発
生の翌連結会計年度より
費用処理しています。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

③役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支
出に備えるため、内規に
基づく中間連結会計期間
末要支給額を計上してい
ます。

③役員退職慰労引当金

左に同じ

③役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支
出に備えるため、内規に
基づく期末要支給額を計
上しています。

 (4) 中間連結財務諸表作成の基礎

となった連結会社の中間財務諸

表の作成に当たって採用した重

要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

    外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しています。

なお、在外子会社等の資産及

び負債は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換

算差額は資本の部における為

替換算調整勘定及び少数株主

持分に含めています。

 (4) 中間連結財務諸表作成の基礎

となった連結会社の中間財務諸

表の作成に当たって採用した重

要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

左に同じ

(4) 連結財務諸表の作成の基礎とな

った連結会社の財務諸表の作成に

当たって採用した重要な外貨建の

資産または負債の本邦通貨への換

算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しています。なお、在

外子会社等の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は資本の部にお

ける為替換算調整勘定及び少数

株主持分に含めています。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

    リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっています。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

左に同じ

 (5) 重要なリース取引の処理方法

左に同じ

 (6) 消費税等の会計処理 

    税抜方式によっています。

 (6) 消費税等の会計処理

左に同じ

 (6) 消費税等の会計処理

左に同じ

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

   手許現金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなっ

ています。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

左に同じ

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

左に同じ



会計処理の変更 
  

 
  

表示方法の変更 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

──────── （固定資産の減損に係る会計基準）
 当中間連結会計期間から「固定資
産の減損に係る会計基準」（「固定
資産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会
平成14年８月９日））及び「固定資
産の減損に係る会計基準の適用指
針」（企業会計基準委員会 平成15
年10月31日 企業会計基準適用指針
第６号）を適用しています。
 これにより営業利益及び経常利益
は62百万円増加し、税金等調整前中
間純利益は674百万円減少していま
す。
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の中間連結財務諸表規則
に基づき当該各資産の金額から直接
控除しています。
 また、セグメントに与える影響は
当該箇所に注記しています。

────────

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

─────────── （中間連結貸借対照表関係）
１ 従来、有形固定資産の「その他」に含めていた「土
地」は、当中間連結会計期間より区分掲記することと
しました。
なお、前中間連結会計期間における当該金額は
14,500百万円です。

２ 従来、有形固定資産の「その他」に含めていた「建
設仮勘定」は、当中間連結会計期間より区分掲記する
こととしました。
なお、前中間連結会計期間における当該金額は
3,189百万円です。

３ 従来、投資その他の資産の「その他」に含めていた
「繰延税金資産」は、当中間連結会計期間より区分掲
記することとしました。
なお、前中間連結会計期間における当該金額は
1,017百万円です。

４ 従来、流動負債の「その他」に含めていた「繰延税
金負債」は、当中間連結会計期間より区分掲記するこ
ととしました。
なお、前中間連結会計期間における当該金額は138
百万円です。

（中間連結損益計算書関係）
従来、営業外費用の「その他」に含めていた「製品
補償費」は、営業外費用の総額の10/100を超えたた
め、当中間連結会計期間より区分掲記することとしま
した。
なお、前中間連結会計期間における当該金額は106
百万円です。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
従来、区分掲記していた営業活動によるキャッシ
ュ・フローの「少数株主利益」（当中間連結会計期間
△62百万円）は重要性が低いため、当中間連結会計期
間において、営業活動によるキャッシュ・フロー「そ
の他」に含めて表示しています。



追加情報 
  

 
  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（法人事業税における外形標準課税

部分に関する事項）

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当中間連結会計期間から同実

務対応報告に基づき、法人事業税の

付加価値割及び資本割230百万円を

販売費及び一般管理費として処理し

ました。

──────── (法人事業税における外形標準課税

部分に関する事項)

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当連結会計年度から同実務対

応報告に基づき、法人事業税の付加

価値割及び資本割450百万円を販売

費及び一般管理費として処理しまし

た。

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

190,876百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

201,379百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

195,042百万円

  (保証債務)

   保証債務は以下の銀行借入に

対して行っています。

従業員 252百万円

  (保証債務)

   保証債務は以下の銀行借入に

対して行っています。

従業員 197百万円

  (保証債務)

   保証債務は以下の銀行借入に

対して行っています。

従業員 217百万円

  (受取手形割引高)

受取手形割引高 357百万円

  (受取手形割引高)

受取手形割引高 319百万円

  (受取手形割引高)

受取手形割引高 555百万円

  (輸出手形割引高)

輸出手形割引高 315百万円

  (輸出手形割引高)

輸出手形割引高 15百万円

  (輸出手形割引高)

輸出手形割引高 6百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの

減価償却費 389百万円

貸倒 
引当金繰入額

4

退職給付費用 404

役員退職慰労
引当金繰入額

124

役員報酬 
及び従業員 
給与手当

6,473

荷造運送費 1,732

販売手数料 1,272

広告宣伝費 1,431

研究開発費 1,390

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの

減価償却費 408百万円

貸倒 
引当金繰入額

59

退職給付費用 399

役員退職慰労
引当金繰入額

129

役員報酬
及び従業員 
給与手当

6,492

荷造運送費 1,934

販売手数料 1,159

広告宣伝費 1,594

研究開発費 1,392

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの

減価償却費 821百万円

貸倒
引当金繰入額

32

退職給付費用 811

役員退職慰労
引当金繰入額

225

役員報酬
及び従業員 
給与手当

12,528

荷造運送費 3,554

販売手数料 2,358

広告宣伝費 2,723

研究開発費 2,840

※２ 固定資産売却益の主なもの

は、機械装置及び運搬具の売却

益です。

※２ 固定資産売却益の主なもの

は、機械装置及び運搬具の売却

益です。

※２ 固定資産売却益の主なもの

は、機械装置及び運搬具の売却

益16百万円、土地０百万円、そ

の他（工具器具備品）９百万円

です。

※３ 固定資産処分損の内訳は機械

装置及び運搬具の除却損655百

万円、建物及び構築物の除却損

58百万円他です。

※３ 固定資産処分損の内訳は機械

装置及び運搬具の除却損238百

万円、建物及び構築物の除却損

42百万円他です。

※３ 固定資産処分損の内訳は機械

装置及び運搬具の除却損720百

万円、建物及び構築物除却損

447百万円他です。

※４   ───────

 

※４ 当社グループは管理会計の区

分を基礎に資産のグループ化を

行っています。当中間連結会計

期間において以下のグループに

ついて減損処理をしました。

場所 用途 種類

伊勢工場 

(三重県 

伊勢市)

電子部品

製造装置

機械装置及び

運搬具 

その他 

(工具器具備

品・ソフトウ

ェア)

当該資産は、情報通信・セラ

ミック関連事業における電子部

品部門の製品を製造する事業用

資産です。当該部門はセラミッ

クフィルタ撤退に伴う事業規模

の縮小から事業構造の転換を図

っていますが、早期の収益改善

は難しいと判断したため、減損

損失737百万円を認識しまし

た。その内訳は、機械装置及び

運搬具645百万円、その他（工

具器具備品・ソフトウェア）91

百万円です。なお、回収可能額

は当該部門の使用価値により測

定しており、零としています。

※４   ───────



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

現金及び 
預金勘定

63,024百万円

預入期間が 
３ヶ月を超え 
る定期預金

△27,325

現金及び 
現金同等物

35,699

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

現金及び
預金勘定

53,254百万円

有価証券勘定 26,412

計 79,667

預入期間が
３ヶ月を超え 
る定期預金

△15,954

ユーロ円債等 △23,412

現金及び
現金同等物

40,300

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

61,432百万円

有価証券勘定 15,320

計 76,753

預入期間が
３ヶ月を超え 
る定期預金

△20,908

ユーロ円債等 △15,320

現金及び
現金同等物

40,524

※２    ─────── ※２ 株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産及び

負債の主な内訳

当中間連結会計期間に行った

株式の取得により、新たにサイ

アムNGKスパークプラグ㈱を連結

したことに伴う連結開始時の資

産及び負債の内訳ならびに同社

株式の取得価額は次のとおりで

す。
(取得に伴う増加額)

取得子会社の 

現金及び現金同等物 439百万円

(取得に伴う減少額)

取得子会社の流動資産 1,223 百万円

固定資産 548 

流動負債 △ 626 

少数株主持分 △ 274 

連結調整勘定 686 

関連会社株式
(持分法評価額) △ 648 

子会社株式の取得価額 908 

差引：連結の範囲の変
更を伴う子会社株式の
取得による支出(△) △ 468 百万円

※２ 株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産及び

負債の主な内訳

当連結会計年度に行った株式

の取得により、新たにマレーシ

アNGKスパークプラグ㈱を連結し

たことに伴う連結開始時の資産

及び負債の内訳ならびに同社株

式の取得価額は次のとおりで

す。
(取得に伴う増加額)

取得子会社の
現金及び現金同等物 1,105 百万円

(取得に伴う減少額)

取得子会社の流動資産 1,670 百万円

固定資産 152 

流動負債 △ 474 

少数株主持分 △ 539 

連結調整勘定 50 

関連会社株式
(持分法評価額) △ 408 

子会社株式の取得価額 450 

差引：連結の範囲の変
更を伴う子会社株式の
取得による収入 654 百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額
機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円)

その他 
(工具器 
具備品) 
(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

119 4,517 4,636

減価償却 
累計額 
相当額

93 2,453 2,546

中間 
期末残高 
相当額

26 2,064 2,090

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しています。

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額
機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

その他 
(工具器
具備品)
(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

119 4,155 4,274

減価償却 
累計額 
相当額

109 2,180 2,290

中間 
期末残高 
相当額

9 1,974 1,984

左に同じ
 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額
機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

その他 
(工具器 
具備品) 
(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

119 4,313 4,432

減価償却 
累計額 
相当額

100 2,206 2,307

期末残高 
相当額

18 2,106 2,124

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しています。

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 836百万円

１年超 1,253百万円

合計 2,090百万円

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ています。

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 798百万円

１年超 1,185百万円

合計 1,984百万円

左に同じ
 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 827百万円

１年超 1,297百万円

合計 2,124百万円

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しています。

③ 支払リース料 500百万円

  減価償却費相当額 500百万円

③ 支払リース料 457百万円

  減価償却費相当額 457百万円

③ 支払リース料 972百万円

 減価償却費相当額 972百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

います。

④ 減価償却費相当額の算定方法

左に同じ

④ 減価償却費相当額の算定方法

左に同じ



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) １ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格です。なお、当中間連結会計期間において減損処理を行い、投

資有価証券評価損143百万円を計上しています。 

２ 時価のある有価証券については、個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合は

回復可能性の判定の対象とし、減損の要否を判断しています。 
  
２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  
  
当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 時価のある有価証券については、個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合は回

復可能性の判定の対象とし、減損の要否を判断しています。 
  
２ 時価評価されていない主な有価証券 

   

取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 8,857 34,153 25,295

(2) 債券 22,482 22,546 64

(3) その他 810 810 -

合計 32,150 57,510 25,360

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

(1) 非上場株式(店頭売買株式除く) 3,492

(2) 非上場外国債券 222

(3) その他 52

取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 9,378 46,408 37,030

(2) 債券 29,178 29,185 6

(3) その他 - - -

合計 38,556 75,593 37,036

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

(1) 非上場株式 3,490

(2) 非上場外国債券 189

(3) その他 3,010



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) １ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格です。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有

価証券評価損128百万円を計上しています。 

２ 時価のある有価証券については、個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合は

回復可能性の判定の対象とし、減損の要否を判断しています。 
  
２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

＜通貨関連＞ 

 
(注)  時価の算定方法 

先物為替相場を使用しています。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

＜通貨関連＞ 

 
(注)  時価の算定方法 

先物為替相場を使用しています。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

     デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

＜通貨関連＞ 

 
(注)  時価の算定方法 

先物為替相場を使用しています。 

取得原価
（百万円）

連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額 
（百万円）

(1) 株式 8,874 34,669 25,794

(2) 債券 24,409 24,435 25

(3) その他 - - -

合計 33,283 59,104 25,820

連結貸借対照表計上額
（百万円）

その他有価証券

(1) 非上場株式 3,491

(2) 非上場外国債券 180

(3) その他 10

対象物の種類
契約額等 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

為替予約取引 11,965 12,033 △67

対象物の種類
契約額等 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

為替予約取引 19,748 19,956 △208

対象物の種類
契約額等 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

為替予約取引 17,279 17,528 △248



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 
  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 
  
  

自動車 
関連事業 
(百万円)

情報通信・
セラミック 
関連事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去または 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に

対する売上高
76,316 44,737 1,252 122,306 - 122,306

(2) セグメント間の内部

売上高または振替高
- - 34 34 (34) -

計 76,316 44,737 1,286 122,340 (34) 122,306

営業費用 62,953 44,003 1,285 108,242 (34) 108,208

営業利益 13,362 734 0 14,097 - 14,097

自動車 
関連事業 
(百万円)

情報通信・
セラミック 
関連事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去または 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に

対する売上高
81,405 53,200 1,472 136,079 - 136,079

(2) セグメント間の内部

売上高または振替高
- - 34 34 (34) -

計 81,405 53,200 1,506 136,113 (34) 136,079

営業費用 66,668 48,568 1,495 116,732 (34) 116,698

営業利益 14,737 4,632 10 19,381 - 19,381

自動車 
関連事業 
(百万円)

情報通信・
セラミック 
関連事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去または 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に

対する売上高
148,726 89,804 2,654 241,185 - 241,185

(2) セグメント間の内部

売上高または振替高
- - 63 63 (63) -

計 148,726 89,804 2,717 241,248 (63) 241,185

営業費用 123,779 88,666 2,711 215,158 (63) 215,095

営業利益 24,946 1,137 6 26,090 - 26,090



(注) １ 事業区分の方法 

事業区分の方法は売上集計区分によります。 

２ 各事業区分の主要製品 

   
３ 会計処理の方法の変更 

当中間連結会計期間から、固定資産の減損に係る会計基準を適用しています。この変更に伴い従来の方法

によった場合と比較して、情報通信・セラミック関連事業における営業費用は62百万円減少し、営業利益は

同額増加しています。 

 なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において会計処理の方法の変更はありません。 

  

事業区分 主要製品

自動車関連事業

(プラグ及びプラグ関連品) 

自動車・航空機・船舶・ロケット用等スパークプラグ 

ディーゼルエンジン用グロープラグ、 

クイックグローシステム、クイックヒートシステム 

プラグキャップ＆コード 等

(自動車用センサ) 

ジルコニア酸素センサ、全領域空燃比センサ、ノックセンサ、 

温度センサ、水温センサ、吸気温センサ、 

エアクォリティセンサ、尿素水ＳＣＲシステム用水位センサ 等

(その他自動車部品) 

ガスエンジン用点火コイル、セラミック製エンジン部品 等

情報通信・セラミック関連事業

(ＩＣパッケージ及び回路基板) 

セラミック積層型ＩＣパッケージ、 

ビルドアップオーガニックＩＣパッケージ、 

オーガニックインターポーザ、ＬＴＣＣ多層回路基板 等

(電子デバイス) 

誘電体フィルタ、アンテナスイッチモジュール、 

誘電体デュプレクサ、誘電体共振器 等

(産業用セラミック他) 

セラミック切削工具・サーメット切削工具・ＣＢＮ切削工具・微粒子

超硬合金切削工具、コーティングチップ等 機械工具 

電気絶縁・耐熱・耐磨耗・超音波応用製品・半導体製造装置用部品等

産業用セラミック 

オゾナイザ・セラミックヒータ・水道バルブ・ガス着火用スパークユ

ニット等 生活環境関連セラミック製品 

人工骨・酸素濃縮器・超音波医療機器等 医療関連製品

その他の事業 運送業、材料売上等



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 
  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 
  
(注) １ 国または地域の区分の方法 

地理的近接度によっています。 

２ 本邦以外の各区分に属する主な国または地域 

北米：米国、カナダ 

欧州：ドイツ、イギリス、フランス、ポーランド 

その他の地域：韓国・中国及び東南アジア地域、オーストラリア、中南米地域、中東・アフリカ地域 

３ 会計処理の方法の変更 

当中間連結会計期間から、固定資産の減損に係る会計基準を適用しています。この変更に伴い従来の方法

によった場合と比較して、日本における営業費用は62百万円減少し、営業利益は同額増加しています。 

 なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において会計処理の方法の変更はありません。 

  

日本
(百万円)

北米 
(百万円)

欧州
(百万円)

その他
の地域 
(百万円)

計
(百万円)

消去また 
は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

50,298 37,113 24,473 10,420 122,306 - 122,306

(2) セグメント間の内部
売上高または振替高

54,979 326 301 470 56,077 (56,077) -

計 105,277 37,440 24,774 10,890 178,383 (56,077) 122,306

営業費用 94,418 36,381 23,574 10,034 164,409 (56,200) 108,208

営業利益 10,858 1,059 1,200 856 13,974 122 14,097

日本
(百万円)

北米 
(百万円)

欧州
(百万円)

その他
の地域 
(百万円)

計
(百万円)

消去また 
は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

58,757 40,795 24,107 12,417 136,079 - 136,079

(2) セグメント間の内部
売上高または振替高

58,721 374 422 426 59,945 (59,945) -

計 117,479 41,170 24,530 12,844 196,024 (59,945) 136,079

営業費用 101,938 39,961 23,649 11,618 177,168 (60,469) 116,698

営業利益 15,540 1,209 880 1,225 18,856 524 19,381

日本
(百万円)

北米 
(百万円)

欧州
(百万円)

その他
の地域 
(百万円)

計
(百万円)

消去また 
は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

101,447 73,699 44,960 21,077 241,185 - 241,185

(2) セグメント間の内部
売上高または振替高

109,176 556 548 874 111,156 (111,156) -

計 210,624 74,256 45,509 21,952 352,341 (111,156) 241,185

営業費用 189,348 72,699 43,823 20,280 326,152 (111,057) 215,095

営業利益 21,275 1,556 1,685 1,671 26,189 (98) 26,090



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 
  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 
  
(注) １ 国または地域の区分の方法 

地理的近接度によっています。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

北米：米国、カナダ 

欧州：ドイツ、イギリス、フランス、イタリア、東欧・北欧地域 

アジア：韓国・中国及び東南アジア地域 

その他の地域：オーストラリア、中南米地域、中東・アフリカ地域 

なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、韓国・中国及び東南アジア地域は「その他の地

域」に含めて記載しています。 

３ 国または地域の区分方法の変更 

従来「その他の地域」として区分していた韓国・中国及び東南アジア地域は、連結売上高に占める割合は

10/100を超えたため当中間連結会計期間より「アジア」として区分掲記することとしました。 

なお、前中間連結会計期間の当該地域における売上高は11,438百万円、連結売上高に占める割合は

9.4％、前連結会計年度の当該地域における売上高は23,178百万円、連結売上高に占める割合は9.6％です。

４ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

  

北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 49,351 25,429 21,303 96,084

Ⅱ 連結売上高(百万円) 122,306

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

40.4 20.8 17.4 78.6

北米 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 56,849 24,938 14,216 11,718 107,723

Ⅱ 連結売上高(百万円) 136,079

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

41.8 18.3 10.5 8.6 79.2

北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 98,113 46,642 43,580 188,336

Ⅱ 連結売上高(百万円) 241,185

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

40.7 19.3 18.1 78.1



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、 

以下のとおりです。 

 
  

(2) 【その他】 

     該当事項ありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 960.10円 １株当たり純資産額 1,079.53円 １株当たり純資産額 997.13円

１株当たり中間純利益 42.61円 １株当たり中間純利益 55.07円 １株当たり当期純利益 77.01円

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

40.35円
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

52.15円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

72.92円

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益
金額

中間(当期)純利益(百万円) 9,439 12,196 17,147

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

- - 87

（うち、利益処分による役
員賞与金 (百万円)）

- - (87)

普通株式に係る中間(当期)
純利益金額(百万円)

9,439 12,196 17,059

普通株式の 
期中平均株式数(千株)

221,555 221,461 221,530

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益金額

中間(当期)純利益調整額 
(百万円)

- - -

普通株式増加数(千株) 12,417 12,417 12,417

(うち新株予約権(千株)) (12,417) (12,417) (12,417)



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 46,486 35,255 44,529

 ２ 受取手形 838 799 752

 ３ 売掛金 48,045 52,928 46,423

 ４ 有価証券 12,511 26,411 15,320

 ５ たな卸資産 20,351 20,266 20,240

 ６ 繰延税金資産 3,453 3,562 3,677

 ７ その他 9,130 9,676 9,072

 ８ 貸倒引当金 △6 △8 △5

  流動資産合計 140,810 48.7 148,892 48.5 140,011 48.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 29,976 27,566 28,669

  (2) 機械及び装置 28,040 28,677 28,711

  (3) その他 18,120 21,258 18,075

   有形固定資産合計 76,136 (26.4) 77,501 (25.3) 75,456 (26.4)

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 66 82 69

   無形固定資産合計 66 (0.0) 82 (0.0) 69 (0.0)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 48,239 55,301 46,988

  (2) 関係会社株式 15,276 16,707 15,731

  (3) その他 8,539 8,324 8,108

  (4) 貸倒引当金 △80 △99 △106

   投資その他の資産合計 71,974 (24.9) 80,234 (26.2) 70,722 (24.7)

   固定資産合計 148,178 51.3 157,818 51.5 146,248 51.1

  資産合計 288,989 100.0 306,710 100.0 286,260 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 22,855 25,867 23,552

 ２ 一年以内に償還予定の 
   社債

10,000 - -

 ３ 未払法人税等 5,021 6,018 6,310

 ４ 未払費用 8,399 8,437 8,250

 ５ その他 3,806 4,255 3,749

  流動負債合計 50,082 17.3 44,579 14.5 41,862 14.6

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 27,000 27,000 27,000

 ２ 退職給付引当金 11,537 12,006 11,898

 ３ 役員退職慰労引当金 991 861 1,091

 ４ 繰延税金負債 2,619 6,309 2,335

  固定負債合計 42,147 14.6 46,177 15.1 42,325 14.8

  負債合計 92,230 31.9 90,757 29.6 84,188 29.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 47,869 16.6 47,869 15.6 47,869 16.7

Ⅱ 資本剰余金

  １ 資本準備金 54,824 54,824 54,824

  ２ その他資本剰余金 0 2 1

   資本剰余金合計 54,825 19.0 54,826 17.9 54,826 19.2

Ⅲ 利益剰余金

  １ 利益準備金 5,837 5,837 5,837

  ２ 任意積立金 62,577 65,581 62,577

  ３ 中間(当期) 
    未処分利益

17,499 26,938 22,594

    利益剰余金合計 85,913 29.7 98,357 32.0 91,008 31.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金 14,897 5.1 21,769 7.1 15,175 5.3

Ⅴ 自己株式 △6,747 △2.3 △6,869 △2.2 △6,808 △2.4

  資本合計 196,758 68.1 215,953 70.4 202,071 70.6

  負債資本合計 288,989 100.0 306,710 100.0 286,260 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 105,242 100.0 117,385 100.0 210,496 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 83,591 79.4 91,067 77.6 168,285 79.9

  売上総利益 21,650 20.6 26,318 22.4 42,211 20.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 11,467 10.9 11,561 9.8 22,330 10.6

  営業利益 10,182 9.7 14,756 12.6 19,881 9.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 98 72 198

 ２ 受取配当金 976 836 1,611

 ３ その他 2,219 3,294 3.1 1,466 2,375 2.0 2,884 4,694 2.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 178 109 351

 ２ その他 ※１ 745 923 0.9 976 1,086 0.9 1,727 2,078 1.0

  経常利益 12,553 11.9 16,046 13.7 22,496 10.7

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 5 8 18

 ２ 投資有価証券売却益 2 8 0.0 - 8 0.0 2 20 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 721 302 1,330

 ２ 投資有価証券評価損 143 - 128

 ３ 固定資産減損損失 ※２ - 864 0.8 737 1,039 0.9 - 1,458 0.7

  税引前中間(当期)純利益 11,696 11.1 15,015 12.8 21,058 10.0

  法人税、住民税及び事業税 4,651 5,802 8,284

  法人税等調整額 △568 4,083 3.9 △436 5,366 4.6 △1,264 7,020 3.3

  中間(当期)純利益 7,613 7.2 9,648 8.2 14,038 6.7

  前期繰越利益 9,885 17,289 9,885

  中間配当額 - - 1,329

  中間(当期)未処分利益 17,499 26,938 22,594



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

・時価のあるもの

中間期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

によっています。)

・時価のないもの

移動平均法による原価法

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

左に同じ

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

・時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

っています。)

・時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産

移動平均法による原価法

② たな卸資産

左に同じ

② たな卸資産

左に同じ

③ デリバティブ

時価法

③ デリバティブ

左に同じ

③ デリバティブ

左に同じ

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法によっています。

なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっています。

ただし、機械及び装置の耐用年

数については、交替勤務制に伴う

稼働率の上昇、技術革新による陳

腐化等に備えるため、法人税法上

の耐用年数が７年を超えるものは

７年に短縮して減価償却を実施し

ています。

なお、機械及び装置のうち、耐

用年数を短縮しているものの当中

間期末残高に占める割合は63％で

す。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法によっています。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりです。

 建物     ８年～50年 

  機械及び装置 ４年～７年

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

 左に同じ     

② 無形固定資産

社内における利用可能期間

（５年以内）に基づく定額法

② 無形固定資産

左に同じ

② 無形固定資産

左に同じ

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上して

います。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

左に同じ

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

左に同じ

② 退職給付引当金
  従業員の退職給付に備えるた
め、当期末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、
当中間会計期間末において発生し
ていると認められる額を計上して
います。
  なお、数理計算上の差異につい
ては、各期の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による按分額をそ
れぞれ発生の翌期より費用処理し
ています。

② 退職給付引当金
左に同じ

② 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるた
め、当期末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、
当期末において発生していると認
められる額を計上しています。
なお、数理計算上の差異につい
ては、各期の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による按分額をそ
れぞれ発生の翌期より費用処理し
ています。



 
  

会計処理の変更 
  

 
  

 追加情報 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

③ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備え
るため、内規に基づく中間期末要
支給額を計上しています。

③ 役員退職慰労引当金
左に同じ

③ 役員退職慰労引当金
  役員の退職慰労金の支出に備え
るため、内規に基づく期末要支給
額を計上しています。

(4) リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっています。

(4) リース取引の処理方法

左に同じ

(4) リース取引の処理方法

左に同じ

(5) その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理
税抜方式によっています。

(5) その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理
左に同じ

(5) その他財務諸表作成のための基
本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理
左に同じ

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

──────── 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用して

います。

これにより営業利益及び経常利

益は62百万円増加し、税引前中間

純利益は674百万円減少していま

す。

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき当該各資産の金額から直

接控除しています。

──────── 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（法人事業税における外形標準課税

部分に関する事項）

  実務対応報告第12号「法人事業

税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（企業会計基準委員

会 平成16年２月13日）が公表さ

れたことに伴い、当中間会計期間

から同実務対応報告に基づき、法

人事業税の付加価値割及び資本割

230百万円を販売費及び一般管理

費として処理しました。

──────── （法人事業税における外形標準課税

部分に関する事項）

  実務対応報告第12号「法人事業

税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（企業会計基準委員

会 平成16年２月13日）が公表さ

れたことに伴い、当会計年度から

同実務対応報告に基づき、法人事

業税の付加価値割及び資本割450

百万円を販売費及び一般管理費と

して処理しました。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

167,783百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

174,432百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

170,795百万円

  (保証債務)

   保証債務は以下の銀行借入に

対して行っています。

従業員 252百万円

  (保証債務)

   保証債務は以下の銀行借入に

対して行っています。

従業員 197百万円

  (保証債務)

   保証債務は以下の銀行借入に

対して行っています。

従業員 217百万円

  (受取手形割引高)

受取手形割引高 357百万円

  (受取手形割引高)

受取手形割引高 319百万円

  (受取手形割引高)

受取手形割引高 555百万円

  (輸出手形割引高)

輸出手形割引高 7,138百万円

  (輸出手形割引高)

輸出手形割引高 7,994百万円

  (輸出手形割引高)

輸出手形割引高 7,540百万円

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 6,021百万円

無形固定資産 13百万円

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 5,740百万円

無形固定資産 16百万円

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 12,618百万円

無形固定資産 28百万円

※２       ───────

 

※２ 当社は管理会計の区分を基礎

に資産のグループ化を行っていま

す。当中間会計期間において以下

の資産グループについて減損処理

をしました。

場所 用途 種類

伊勢工場 

(三重県 

伊勢市)

電子部品

製造装置

機械及び装置 

その他 

(工具器具備品・ 

 車両運搬具・ 

 ソフトウェア)

当該資産は、情報通信・セラミッ

ク関連事業における電子部品部門

の製品を製造する事業用資産で

す。当該部門はセラミックフィル

タ撤退に伴う事業規模の縮小から

事業構造の転換を図っています

が、早期の収益改善は難しいと判

断したため、減損損失 737 百万

円を認識しました。その内訳は、

機械及び装置 644 百万円、その

他（工具器具備品・車両運搬具・

ソフトウェア） 92 百万円です。

なお、回収可能額は当該部門の使

用価値により測定しており、零と

しています。

※２     ───────



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額(有形固定資産「そ

の他」)

工具器具 
及び備品

取得価額相当額 4,144百万円

減価償却 
累計額相当額

2,219百万円

中間期末 
残高相当額

1,925百万円

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しています。

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額(有形固定資産「そ

の他」)

工具器具
及び備品

取得価額相当額 3,814百万円

減価償却
累計額相当額

1,926百万円

中間期末
残高相当額

1,887百万円

左に同じ

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額(有形固定資産「その

他」)

工具器具 
及び備品

取得価額相当額 3,942百万円

減価償却
累計額相当額

1,942百万円

期末残高相当額 1,999百万円

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しています。

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 751百万円

１年超 1,173百万円

合計 1,925百万円

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ています。

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 746百万円

１年超 1,140百万円

合計 1,887百万円

左に同じ

 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 757百万円

１年超 1,242百万円

合計 1,999百万円

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しています。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 455百万円

減価償却費相当額 455百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 417百万円

減価償却費相当額 417百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 897百万円

減価償却費相当額 897百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

います。

④ 減価償却費相当額の算定方法

左に同じ

④ 減価償却費相当額の算定方法

左に同じ



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以

下のとおりです。 

 
  

(2) 【その他】 

① 当中間期末日後の状況 

該当事項ありません。 

② 訴訟 

該当事項ありません。 

③ 中間配当 

平成17年11月28日開催の取締役会において、次のとおり決議が行なわれました。 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 888.15円 １株当たり純資産額 975.23円 １株当たり純資産額 911.98円

１株当たり中間純利益 34.37円 １株当たり中間純利益 43.57円 １株当たり当期純利益 62.98円

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

32.54円
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

41.26円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

59.64円

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益
金額

中間(当期)純利益(百万円) 7,613 9,648 14,038

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

- - 85

（うち、利益処分による役
員賞与金 (百万円)）

- - (85)

普通株式に係る中間(当期)
純利益金額(百万円)

7,613 9,648 13,953

普通株式の 
期中平均株式数(千株)

221,555 221,461 221,530

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益金額

中間(当期)純利益調整額 
(百万円)

- - -

普通株式増加数(千株) 12,417 12,417 12,417

(うち新株予約権(千株)) (12,417) (12,417) (12,417)

中間配当金の総額 1,992,941,919円

中間配当金１株当たりの額 ９円00銭



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

  

 
  

該当事項ありません。 

  

(１) 有価証券報告書及びその
添付書類

事業年度 

(第105期)
自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 
関東財務局長に提出

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２２日

日 本 特 殊 陶 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本特殊陶業株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本特殊陶業株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安 井 金 丸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

日 本 特 殊 陶 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本特殊陶業株式会

社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本特殊陶業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用して中間連結財務

諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 賢 次 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２２日

日 本 特 殊 陶 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本特殊陶業株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１０５期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年

９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本特

殊陶業株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安 井 金 丸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

日 本 特 殊 陶 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本特殊陶業株式会

社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第106期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）

に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本特

殊陶業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用して中間財務諸表を作

成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 賢 次 
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